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京において開催された「APEC High Level Meet-

























































































気レーダー（Eqatorial Atmosphere Rader ; EAR）
を完成させました。赤道大気レーダーの運営は，本
センターとインドネシア共和国航空宇宙庁（Lembaga























































































































































































































































































































































区　　　　分 平成12年度決算額 平成11年度決算額 比較増△減額 増△減率
歳　　入
附 属 病 院 収 入 21,068,471,004 19,642,212,943 1,426,258,061 7.26
授業料及入学検定料 10,830,682,250 10,486,494,800 344,187,450 3.28
学校財産処分収入 0 351,433 △ 351,433 △ 100.00
産学連携等研究収入 6,621,196,323 5,034,849,503 1,586,346,820 31.51
雑　　　収　　　入 4,004,952,358 2,971,538,167 1,033,414,191 34.78
合　　　　計 42,525,301,935 38,135,446,846 4,389,855,089 11.51
歳　　出
国　　立　　学　　校 55,071,481,167 51,237,620,496 3,833,860,671 7.48
人 　 　 件 　 　 費 34,845,292,465 32,802,762,017 2,042,530,448 6.23
物 　 　 件 　 　 費 20,226,188,702 18,434,858,479 1,791,330,223 9.72
大 学 附 属 病 院 23,428,631,862 23,046,360,835 382,271,027 1.66
人 　 　 件 　 　 費 9,223,101,042 9,196,373,363 26,727,679 0.29
物 　 　 件 　 　 費 14,205,530,820 13,849,987,472 355,543,348 2.57
研　　　究　　　所 15,443,209,288 15,469,319,711 △ 26,110,423 △ 0.17
人 　 　 件 　 　 費 9,024,016,269 9,198,482,869 △ 174,466,600 △ 1.90
物 　 　 件 　 　 費 6,419,193,019 6,270,836,842 148,356,177 2.37
産学連携等研究費
物 　 　 件 　 　 費 6,118,349,513 4,911,844,733 1,206,504,780 24.56
施　設　整　備　費 21,162,241,656 20,758,740,814 403,500,842 1.94
物 　 　 件 　 　 費 2,731,928,300 6,458,678,650 △ 3,726,750,350 △ 57.70
施 　 　 設 　 　 費 18,430,313,356 14,300,062,164 4,130,251,192 28.88
特 別 施 設 整 備 費
施 　 　 設 　 　 費 0 0 0 0.00
合　　　　　　　　計 121,223,913,486 115,423,886,589 5,800,026,897 5.02
人 　 　 件 　 　 費 53,092,409,776 51,197,618,249 1,894,791,527 3.70
物 　 　 件 　 　 費 49,701,190,354 49,926,206,176 △ 225,015,822 △ 0.45
施 　 　 設 　 　 費 18,430,313,356 14,300,062,164 4,130,251,192 28.88
















¾ 各 部 局 へ の 補 足 23,363
区　　　　　分 金　　　額 区　　　　　分 金　　　額
１．予　　　　算　　　　額 18,759千円
当　　初　　財　　源 15,660




” 各 部 局 へ の 補 足 9,866














































































































































































































開 講 日 テ　　　ー　　　マ 講　　　師　　　名
10月17日 京都の文化財と地震災害 工学研究科教授　　　　 土岐　憲三
10月24日 米国ニューエコノミーとその教訓 経済研究所教授　　　　 坂井　昭夫
10月31日 自然の文化化―無文字社会から考える現代の課題― 総合人間学部教授　　　 福井　勝義
11月７日 京都のベンチャー／京大の産学融合 工学研究科教授　　　　 松重　和美




開 講 日 テ　　　ー　　　マ 講　　　師　　　名
10月15日 社会のなかの，社会のための科学技術 京都大学名誉教授 井村　裕夫
10月22日 日本の経済構造：何処をどう「改革」すべきなのか 経済研究所教授 佐和　隆光
10月29日 司法改革・大学改革と法科大学院 法学研究科教授 田中　成明
11月５日 変幻自在な幹細胞と新しい医療をめざす再生医学 再生医科学研究所教授 中辻　憲夫

















開 講 日 テ　　　ー　　　マ 講　　　師　　　名
チンパンジーとヒトの間 霊長類研究所教授 小嶋　祥三
10月20日（土）
13：00～16：40
古地図とミュージアム 文学研究科教授 金田　章裕
京大総合博物館はどんな博物館か
総合博物館長（理学研究科教授）
10月27日（土） 瀬戸口烈司
13：00～16：40 情報メディア技術とミュージアム 総合情報メディアセンター教授
－実世界と仮想世界－ 美濃　導彦
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生命科学研究科の主催によるシンポジウムが７月
２日，３日の２日間，京大会館で開催された。本シ
ンポジウムは，学部学生の諸君には，大学院入学志
望の参考になるように生命科学研究科の研究内容を
紹介するとともに，日頃はともすれば薄れがちな大
学院生および教官の広い分野にわたる研究交流を深
めることを目的としている。今年で３回目を迎え，
学内でも定着してきた観がある。今回も学内・学外
から多数の参加者があり，初日に延べ約270人，２
日目に延べ約200人を数え，大変盛況であった。
本年度のプログラムは昨年同様，６つのセッショ
第３回生命科学研究科シンポジウム開催
ンからなり，それらは「細胞のシグナル伝達」，「遺
伝子と染色体」，「細胞運動と形態形成」，「微生物の
世界・植物の世界」，「脳と免疫」，「病態発生の分子
生物学」であった。23の研究分野から合計30の話題
が提供された。本研究科は世界的にも指導的な研究
者を多数擁していることも相俟って，次々とトップ
レベルのホットな研究成果が紹介された。若い学生
諸君にはやや難解だったのではないかと思われる
が，名誉教授，現役の教官，大学院生などを交えた
熱のこもった討論に，活発な生命科学研究科の息吹
を感じ取っていただけたのではないかと思われる。
６月30日，下京区の京都リサーチパークにて，標
記のシンポジウムが開催された。このシンポジウム
は，司法制度改革審議会の意見（６月12日，内閣に
提出）において，法曹養成に特化した教育を行うプ
ロフェッショナル・スクールである法科大学院の設
置が提言されたことにかんがみ，その教育の在り方
について関係者の意見交換をはかることを目的とす
るものである。法科大学院は，同意見において，平
成16年４月からの学生受入れ開始を目指して整備す
べきとされており，その教育内容の具体化が急務と
なっている。このような状況下での関心の高さを反
映し，当日は，関係省庁，全国の大学，実務法曹界
等から，200人を超える参加者があった。
シンポジウムの冒頭，田中成明法学研究科附属法
政実務交流センター長が挨拶を行い，本シンポジウ
ムの趣旨を説明した。続いて，司法制度改革審議会
会長の佐藤幸治本学名誉教授により，「法科大学院
への期待」と題する基調講演が行われた。この講演
では，「制度を活かすもの，それは疑いもなく人で
ある」との観点から，プロセスによる法曹養成制度
の中核を成す法科大学院における教育の重要性が強
調された。
次に，司法制度改革審議会にも資料として提出さ
法学研究科附属法政実務交流センター・シンポジウム開催
「法科大学院における教育の在り方について」
話題
れた「法科大学院における教育内容・方法（民事
法・刑事法）のあり方について【モデル案】」につ
いて，民事法，刑事法に分けて，それぞれ，作成担
当者が報告を行い，研究者及び実務家（判事）がコ
メントを付した。これに続く総合シンポジウムでは，
研究者（日本及び米国）並びに実務家（法務省関係
者及び弁護士）がコメントを加えた後，会場参加者
を交えた質疑応答と討論が活発に行われた。
最後に，木村雅昭法学研究科長が挨拶を行い，シ
ンポジウムを締めくくった。法学研究科としては，
このシンポジウムの成果を活かし，今後も，この課
題に取り組んでいく。
（大学院法学研究科）
1128
京大広報 2001．９　No.560
この度，同和・人権問題委員会により，昨年末以来本学において差別落書以外の様々な差別を表す行為
（差別ビラ，図書への差別書き込み等）が発生していることに鑑み，既存の差別落書対応マニュアルの見直し
を行い，これらへの発生に統一的な認識で対応できるように「京都大学差別落書等対応マニュアル」が作成
されましたので，ここに掲載して広く学内にお知らせします。
差別落書・差別文書（ビラ）等の事例が発生した場合には，本マニュアルを参考にして部局内での連絡・
調整等速やかな対応に努めていただくようよろしくお願いします。
京都大学においては，今後とも差別にかかわる人権問題が生じないよう，啓発活動を行い，差別解消のた
め一層の努力を重ねてまいりますが，構成員にあっても差別問題に関して自らの認識を深められることを強
く望むものであります。
京都大学差別落書等対応マニュアルについて
京都大学総長 長尾　　‚
お知らせ
学内において，部落差別，人種・民族差別等の重大な人権侵害が発生した場合，下記の要領により対応す
るものとする。
１．事実確認
差別落書・差別文書（ビラ）等が発見・通報されたり，差別発言が指摘されたりした場合，当該部局は
その事実を確認する。
２．保　　存
差別落書・差別文書（ビラ）等が発見・通報された部局は，不特定多数の人目にふれないようにその落
書現場や文書（ビラ）を保存する。
特に，落書がトイレ内部で発見されたときは，「使用禁止」の表示などにより関係者以外の者がトイレ内
部に入れないようにする。
また，通路の壁等で「通行止」にできないときは，表面を紙などで覆うなど工夫する。
３．通　　報
人権侵害の発生を確認した部局は，速やかに総務部総務課（2020）及び学生部学生課（2511）に通報する。
ただし，プライバシーの保護に関しては十分配慮する。
総務部総務課及び学生部学生課は，学内関係者に連絡する。
また，部局長から学外の関係団体に通報する。
４．書面による申請
部局長は，学外の関係団体が部落差別，人種・民族差別等に関する事実確認を希望した場合には，部局
長あて書面による申請を求める。
京都大学差別落書等対応マニュアル
本シンポジウムが，若い意欲的な人達の生命科学
への志向をますます高めるきっかけとしても役立て
ば幸いである。
なお，生命科学研究科の概要については，ホームペ
ージhttp://www.lif.kyoto-u.ac.jpで紹介されている。
（大学院生命科学研究科）
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別紙１
差別落書・差別文書（ビラ）等に係る報告書
１．落書・文書（ビラ）の内容
A発見日時
B発見場所（別紙にて「建物配置図」及び「地図」を添
付）
C発見者の所属・職・氏名
D落書・文書（ビラ）の内容（別紙にて「写真」等を添
付）
＊落書・文書（ビラ）が発見された施設物（例トイレ
のドア等）
＊落書・文書（ビラ）の内容（詳細に）
＊書かれた道具（例パソコンあるいは黒色のマジック
等）
＊寸法（文字の大きさ等を具体的に）
２．事後の措置
A落書・文書（ビラ）の処理（例　落書の消去の有無，
消去することなく保存した場合はその理由及び保存方
法）
B事務局関係課への通報の有無
３．その他
過去における落書・文書（ビラ）等発生の有無等
５．記　　録
A差別落書や差別文書（ビラ）の場合，その内容を正確に記録する。できるだけ写真を撮っておくこと
が望ましい。
カメラ等がないときは，現場の状況を詳細に記録する。
B差別発言の場合，発言者本人及び差別発言の指摘者から発言内容や発言の文脈を詳しく聞き，正確に
記録しておく。両者の了解を得てできるだけ録音しておくことが望ましい。
６．落書の処理
部局は，関係者による現場確認及び記録の完了後は，速やかに落書を消去する（削りとったり，ペンキ
で塗りつぶす等，人目につかないように処置すること。）。
７．報告書の提出
部局は，「差別落書・差別文書（ビラ）等に係る報告書」（別紙１），又は「差別発言に係る報告書」（別紙
２）を総務部総務課に提出する。
８．学内啓発
同和・人権問題委員会及び部局は，再発防止のため，ただちに学内啓発（警告，告示，京大広報への掲
載及び研修会の開催等）を行う。
９．そ の 他
これにより対応し難い場合は，その都度，同和・人権問題委員会委員長に相談することとする。
（平成13年６月19日　京都大学同和・人権問題委員会報告）
別紙２
差別発言に係る報告書
１．発言の内容
A発言された日時
B発言場所（別紙にて「建物配置図」及び「地図」を添
付）
C指摘者の所属・職・氏名
D発言者の所属・職・氏名
E発言の内容（「録音テープ」等を添付）
２．事後の措置
事務局関係課への通報の有無
３．その他
過去における差別発言等発生の有無等
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総合展示，公開ラボ・公開実験
日　　時　10月６日（土）９：30～16：30
なお，宇治キャンパス各研究所等の研究活動を一覧できる総合展示については，10月５日（金）
14：00～17：00一般公開に先立ち学内者に公開いたします。
会　　場　宇治キャンパス内の各研究所・センター・研究科の施設
公開講演会d生命とエネルギーのミレニアムサイエンスe
日　　時　10月６日（土）10：30～15：30
会　　場　化学研究所　共同研究棟大セミナー室
定　　員　300人
参 加 費　無料
「核融合エネルギーへの挑戦」 エネルギー理工学研究所教授　大引　得弘
「癌と戦うケミ・ストーリー」【宇治の市民大学自然科学コース提携】 化学研究所教授　杉浦　幸雄
主　　　　催　京都大学宇治キャンパス公開２００１実行委員会
問い合わせ先　宇治地区事務部研究協力課研究協力掛
E-Mail：kenkyo@uji.kyoto-u.ac.jp TEL：0774-38-3353 FAX：0774-38-3399
詳細はホームページをご覧ください。
http://food.food.kyoto-u.ac.jp/campus/index.html
宇治キャンパス公開２００１
かねて改装工事のため閉館しておりました京大会館は，８月24日（金）から利用できることになりました。
京大会館改装工事終わる
慧眼な読者諸氏は，今年度から広報の編集方針が少し変わったのに気付かれたと思います。先ずこれ
まで輪番制だった「随想」欄は，広報委員会がこれはと思った方に執筆を依頼することにしました。す
でに７月号には工学部の布川名誉教授の鋭い現代教育批判が載り，今回は化学研究所の左右田名誉教授
の文明論的なワイン話です。「洛書」欄も今後順次切り替えて行きます。また，近く新たにOB欄を設け，
各界で活躍されている本学卒業生の声をお届けする予定です（現在名前を検討中）。さてどんな叱咤の声
が聞こえて来るか，ご期待ください。おっと一つ言い忘れました。恥ずかしながらこの編集後記も新設
欄の１つです。 （齊藤記）
編 後 記集
